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アプローチ　社会

なぜ重要か 

人権と労働
人権の尊重
キヤノンは、サプライチェーンを含むそれぞれの事業
活動において、人権に対するさまざまな負の影響が起
こり得ることを認識し、顕著な人権リスクを特定すると
ともに、リスクを防止・軽減するための対応策をとるこ
とが重要と考えています。

雇用と処遇/ダイバーシティ&インクルージョンの推進
グローバルに事業を展開する企業では、さまざまな
個性や価値観をもつ従業員が存在します。その一人ひ
とりの個性や能力を最大限に生かし、新たなイノベーショ
ンの創出につなげていくためには、多様性を相互に認
め合い、それぞれが活躍できる魅力ある環境を整備す
ることが求められています。
こうした考えを受け、キヤノンは、文化・習慣・言語・
民族など社員一人ひとりの多様性を尊重するとともに、
性別や年齢、障がいの有無などにかかわらず、人材の
公平な登用や活用が重要と考えています。

労働安全衛生と健康経営
従業員の健康と安全は、企業活動の根幹をなすもの

です。
キヤノンは、従業員が心身ともに健康で安全であるこ

とを実感して働ける職場環境を整備することが、職場の
活力や生産性向上をもたらすことにつながると確信し
重要と考えています。

人材育成と成長支援
従業員の成長こそ事業競争力の源泉となります。キヤ

ノンは、職場でのOJTを基本としつつ、各種人材育成制
度を充実させるとともに、従業員一人ひとりの自己実
現に向けたキャリア支援を行うことが重要だと考えて
います。

社会文化支援活動
キヤノンは、企業活動が社会全体の発展に支えられて
いることを強く認識しています。そのため、事業活動を
通して社会課題の解決に貢献することで、地域社会と自
社がともに発展していくための基盤をつくることが重
要と考えています。

参考にしているガイドラインなど 

• 国連「世界人権宣言」
• 国際労働機関（ILO）「国際労働基準」
• 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」

• OECD多国籍企業行動指針
• 子どもの権利とビジネス原則
• 「持続可能な開発目標（SDGs）」

GRI3-2GRI2-23 GRI2-25 GRI3-3
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主な取り組み・目標・KPI 2022年度実績

人権の尊重
（→P39）

生産拠点における第三者監査の実施 •  国内外16拠点

人権啓発活動 •  人権eラーニング受講率：国内グループ会社 98.2%

雇用と処遇
（→P44）

各国や地域の法律にもとづき適正な労働時間
の管理と削減

•  キヤノン（株）総実労働時間：1,740時間
（2010年：1,799時間と比較し59時間減少）

有給休暇の取得促進 •  キヤノン（株）平均有給休暇取得日数（年間）：18.1日

育児や介護と仕事との両立を図る支援制度な
ど各種制度の充実化

•  キヤノン（株）：育児休業取得者388人
•  キヤノン（株）：介護休業取得者25人

ダイバーシティ＆ 
インクルージョンの

推進
（→P48）

キヤノン（株）：女性管理職比率2025年末まで
に2011年比の3倍以上

•  キヤノン（株）女性管理職人数：147人（2011年は58人、89人増加）
•  「女性リーダー研修」を実施
•  社長と女性社員の座談会やアンケートによる意識調査のほか、社内外の
女性リーダー候補者との交流会、キャリアアップ研修、育児休業取得者
を対象とした研修を実施

キヤノン（株）：男性の育児休業取得率2025年末
までに50%以上

•  キヤノン（株）男性の育児休業取得率：47.7%（2011年は1.9%、45.8ポ
イント増加）

•  育児関連制度を利用した男性社員の座談会やインタビューのほか、育児
関連制度を紹介するセミナーなどを実施

障がい者の積極的な採用 •  キヤノン（株）障がい者雇用率：2.48％（法定雇用率2.3％）

心のバリアフリー研修の実施 •  キヤノン（株）および国内グループ会社：約83%

労働安全衛生と
健康経営
（→P50）

キヤノン（株）および国内グループ会社：機械装
置起因の挟まれ・巻き込まれ災害の撲滅（0件）

•  キヤノン（株）および国内グループ会社：挟まれ・巻き込まれ休業災害1件
•  安全衛生教育の実施やオリジナルの啓発ポスターやリーフレットの掲示・
配布など作業時の基本的な安全行動の確認・励行の啓発を実施

キヤノン（株）および国内グループ会社：有害性
の高い化学物質起因の災害の撲滅（0件）

•  キヤノン（株）および国内グループ会社：有害性の高い化学物質起因の休業
災害0件

健康経営の推進

•  キヤノン（株）：健康経営銘柄を4年連続で受賞
•  キヤノン（株）　ストレスチェック受検率：96.5%
•  休復職を含む不調者支援プログラムの整備、人事や健康支援担当者の能
力向上研修を実施

人材育成と
成長支援
（→P54）

国際間での人材交流の活性化のため各国・地
域で出向規程を設け運用 •  国際出向制度による国際出向者：1,040人

階層に応じた育成体系を構築し研修や施策を
実行

•  キヤノン（株）および国内グループ会社　技術者向け研修：231講座、
8,017人受講

キャリア支援施策の実施 •  キヤノン（株）：社内公募制度（キャリアマッチング制度）の異動者312人
•  キヤノン（株）：3年次キャリア研修実績588人

社会文化支援活動
（→P58） 人道・災害支援、教育・学術支援、芸術・文化・

スポーツ支援など、さまざまな活動を通じた地
域社会への貢献

• 4E’s  Project参加者：86,494人
•   Canon Young People Programme参加者：1,247人
•  ジュニアフォトグラファーズ参加者：336人

社会文化支援活動費 •  約18億円

主な取り組み・目標・KPI、実績一覧  



活動報告

人権の尊重
キヤノンは、従業員や取引先をはじめとする事業活動に関わるすべてのステークホルダー
の人権を尊重しています
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基本的な考え方
キヤノンは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」
にもとづき、従業員や取引先をはじめとする事業活動
に関わるすべてのステークホルダーの人権を尊重して
います。キヤノンは、1937年の創業時より、全従業員を
身分、性別、年齢、職種で区別することなく、皆一律に
社員と呼んで公平公正に接し、人間尊重主義を貫いてき
ました。創立51年目にあたる1988年には、「共生」を
新しい企業理念として掲げ、創業以来の人間尊重主義
をグローバルに昇華させて、世界中のステークホルダー
のみなさまとともに歩んでいく姿勢を明確にしました。
さらに、2021年には、「キヤノングループ人権方針」を
定め、人権尊重の取り組みを推進しています。

方針
「キヤノングループ人権方針」は、企業理念「共生」のも
と、人権尊重や人権保護への取り組みに対するキヤノン
の姿勢を表明するものであり、その内容はキヤノンの各
種方針や手続きに反映されます。
この方針において、キヤノンは、児童労働の禁止、強
制労働・不合理な移動制限の禁止、過重労働の禁止、
結社の自由と団体交渉権の尊重など国際的に認められ
た人権の尊重に加え、人権デュー・デリジェンス（DD）
の実施、救済メカニズムの整備・運用、啓発活動やス
テークホルダーとの対話を行う旨を明らかにしています。
人権方針は、日本語と英語で公開され、各国・地域の
ステークホルダーにWebサイトで周知しています。

参考：キヤノングループ人権方針
https://global.canon/ja/csr/people-and-society/pdf/hr-policy-j.pdf

推進体制
キヤノンでは、人権の担当役員である代表取締役CFO

を責任者として、キヤノン（株）サステナビリティ、法務、
人事部門が推進事務局となり、調達部門とも連携しな
がら人権対応を推進しています。推進事務局では、人権
対応の全体計画の立案、救済メカニズムの整備・運用、
ステークホルダーエンゲージメントの実施等を行い、重
要案件については、担当役員に報告します。また、
2022年からは、取締役会決議により設置されるリスク
マネジメント委員会において、人権侵害リスクが重大な
リスクとして特定され、キヤノン（株）各部門および各グ
ループ会社において人権リスクを防止・低減するため
の取り組みを実施しています。取り組みの結果はリスク
マネジメント委員会において毎年評価し、CEOおよび取
締役会に報告される体制となっています。

参考：リスクマネジメント委員会（→P75）

人権の取り組み
キヤノンは人権の取り組みとして、①人権方針の策定・
見直し ②人権DD ③救済メカニズムの整備・運用 ④人
権啓発活動 ⑤サプライチェーンにおける人権リスクの
対応 ⑥ステークホルダーエンゲージメントなどを行っ
ています。これらの活動については外部専門家のアド
バイスも参考にしています。

人権デュー・デリジェンスの実施
キヤノンでは、人権DDをリスクマネジメント委員会下
の活動として位置づけ、国連「ビジネスと人権に関する指
導原則」や「責任ある企業行動のためのOECDデュー・
ディリジェンス・ガイダンス」にもとづき、グループ全体
で実施しています。キヤノン（株）各部門および各グルー
プ会社は、サプライチェーンを含むそれぞれの事業活動
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事業部門におけるワークショップの様子　

における人権に対する負の影響の洗い出し、評価および
顕著な人権リスクの特定を行っています。その後、推進
事務局は各組織の人権リスクを集約、分析、評価し、ス
テークホルダーエンゲージメント（→P42）を経て、キヤノ
ンとしての顕著な人権リスクを特定しています。人権リス
クの評価にあたっては、Responsible Business Alliance

（RBA）が提供する国・地域別の人権リスクインデックス
なども参照しています。
また、各部門・各社で特定された顕著な人権リスクの

うち、現状の取り組みでは不十分と思われるものにつ
いては、リスクを防止・軽減するさらなる取り組みを実
施しています。

キヤノンにおける顕著な人権リスク
キヤノンの事業活動において発生する可能性がある
人権リスクのうち、顕著な人権リスクとして特定したのは、
「人種・性別・宗教等による差別」「ハラスメント」「児童
労働」「強制労働」「賃金不払い・低賃金」「過重労働」
「労働安全衛生」「プライバシーの保護」など11項目です。
これらのリスクについては、次表記載のとおり、リスク
を防止・軽減するためのさまざまな対応策がとられて
います。
また、新規事業についても人権リスクを評価していま
す。たとえば、M&Aを行う際には、DDの一環として、
労働基準や安全衛生などに関する法令の遵守状況を調
査し、新たにグループ入りする企業に重大な人権リスク
がないことを確認しています。

救済メカニズム
キヤノンでは、人権に関する具体的な懸念について従
業員が現地語で通報することができる内部通報窓口を
国内外のほぼすべてのグループ会社に設置しています。
また、イントラネットや研修などを通じて通報窓口の周
知に努めています。
さらに、社外のステークホルダーに対しても、キヤノ

ンの企業活動にともなう人権に関する具体的な懸念に
ついて通報を受け付ける窓口をWebサイトに設けてい
ます。
社内外いずれの窓口においても、通報者のプライバ

シーは保護され、通報したことを理由として不利益な取
り扱いを受けることがないよう、匿名での通報も可能と
なっています。通報を受け付けた事案については、事実
関係の調査を行い、問題があると判断されれば、適切
な手続きを通じてその是正や再発防止に取り組んでい
ます。

2022年において通報を受けた人権に関する事案（差
別・ハラスメント、賃金、労働時間など）は110件ありま
した。当該110件の中で、2022年末時点で調査が完了
した事案のうち、是正すべき事案が21件認められました。
加えて、キヤノンが加盟している業界団体が救済メカ

ニズムを提供しており、キヤノンのステークホルダーは、
このプラットフォームを通じて人権に関する具体的な懸
念を通報することもできます。
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従業員ハンドブックによる従業員への周知
キヤノンベトナムでは職場環境をさらに改善し、
会社と従業員の相互理解を
深めるため、「従業員ハンド
ブック」を発行しています。
ハンドブックではキヤノング
ループ行動規範、RBA行動
規範、人権の保護を含むキ
ヤノンベトナムのさまざま
な社内ルールを網羅してい
ます。

キヤノンにおける顕著な人権リスク

権利主体
キヤノンにおける対応サプライヤー・

委託先従業員 自社従業員 顧客・消費者 地域社会

人種・性別・宗教等による差別 ● P48 ダイバーシティ&インク
ルージョンの推進

ハラスメント ● P42 ハラスメントの防止

児童労働 ● P43 サプライチェーンにおける 
人権尊重

強制労働 ● P43 サプライチェーンにおける 
人権尊重

賃金不払い・低賃金 ● P43 サプライチェーンにおける 
人権尊重

過重労働 ● ●
P42
P43

過重労働の防止 
サプライチェーンにおける 
人権尊重  

労働安全衛生 ● ● P50 労働安全衛生と健康経営

プライバシーの保護 ● ● P79 個人情報の保護

紛争鉱物の調達 ● P85 責任ある鉱物調達への 
取り組み

事業拠点の騒音、環境汚染 ● P11 環境

製品に起因する健康被害・事故 ● P63 製品責任

人権啓発活動
ビジネスと人権に関わる基礎的な知識およびキヤノン
の人権に関する取り組みの周知・啓発を目的として、
2021年より従業員を対象としたeラーニングプログラ
ムを実施しています。

2022年には国内グループ会社に展開し、33,100人
が受講を完了しました（受講率98.2%）。
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キヤノン労働組合との対話の様子

結社の自由と団体交渉権の尊重
キヤノンは、「キヤノングループ人権方針」において明

らかにしているように、各地の法令に則し、結社の自由
と団体交渉権を尊重しており、労使の対話を促進するこ
とで、労働に関するさまざまな課題の解決に努めてい
ます。たとえばキヤノン（株）は、キヤノン労働組合との
間で締結している労働協約において、団体交渉を通して
会社と組合の双方が正常な秩序と信義をもって迅速に
問題の平和的解決に努めることを明記しています。

ハラスメントの防止
キヤノンは、創業以来の人間尊重主義に従い、性別や
職種による差別の禁止に加え、「ハラスメントを許さない」
という考えのもと、経営幹部をはじめとしてキヤノンで
働くすべての従業員にハラスメント防止を周知徹底して
います。
キヤノン（株）では、セクシュアルハラスメントとパワー
ハラスメントの禁止に加え、マタニティハラスメントなど
の禁止を明記した「就業規則」「ハラスメント防止規程」
を制定しています。同規程を国内グループ会社に周知し、
多くのグループ会社では同様の規程が設けられています。
また、キヤノン（株）および多くの国内グループ会社で
は、快適な職場環境の保持を図るために、ハラスメント
相談窓口を設置しています。なお、従業員からの相談に
関しては、プライバシーの保護など、相談者・協力者が
不利益を受けることのないよう徹底しています。
ハラスメント防止対策として、キヤノン（株）の各事業
所、国内グループ会社の担当者を対象に定期的に連絡
会を開催し、相談窓口の運用状況について把握・共有
するほか、マニュアルの確認や対応方法の共有を行って
います。

従業員の人権尊重
過重労働の防止
キヤノンでは、過重労働のリスクが特に高いとされる
海外の生産拠点において、従業員の労働時間を正しく
把握するしくみを構築し、その運用状況はキヤノン（株）
の人事部門に毎年報告されます。また、2015年にアジ
ア生産会社向けに労働ガイドラインを導入して人権に関
する取り組みを始めましたが、2022年、RBAの基準に
も適合する形で、新たな労働ガイドラインへ刷新し、国
内外すべてのグループ生産会社に対して統一の労働ガ
イドラインを導入しました。

ステークホルダーエンゲージメント
「責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェ
ンス・ガイダンス」では、企業が、自らの活動において、
実際のまたは潜在的な負の影響を特定する時点でステー
クホルダーとのエンゲージメントを行うことが重要であ
ると規定しています。2022年も、人権DDの一環として、
キヤノンの顕著な人権リスクを特定するにあたり、従業
員の代表であるキヤノン労働組合と対話を行いました。
その中で、とりわけ従業員の人権リスクとして考えられ
る「人種・性別・宗教等による差別」「ハラスメント」「過
重労働」「労働安全衛生」「プライバシーの保護」につい
て、労働組合の認識を確認するとともに、テレワークの
浸透による働き方の変化や男性の育児休暇取得に関す
る内容など広く意見を交換し、その結果はキヤノンとし
ての顕著な人権リスクの特定に反映されました。労働組
合からは、組合にて把握しているリスクについての紹介
に加え、コロナ禍における働き方に関する具体的な事例
も提示され、相互理解を深めることもでき、今後の継続
的な対話の実施を確認しました。
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自社生産拠点における人権侵害リスク評価と 
改善活動
キヤノンでは、国内外の自社57の生産拠点において、

RBAのSAQ（Self-Assessment Questionnaire）を用
いた人権侵害リスク評価を実施しています。SAQでは、
児童労働、強制労働、結社の自由や団体交渉権の確保
等を確認していますが、重大な人権侵害のリスクは確認
されていません。しかし、2022年は、外国人従業員の
処遇についてRBAの行動規範に未達の部分があり、外
国人従業員の代表との協議、対話を行いました。さらに、
2022年は国内外の16の生産拠点でRBAの外部監査を
受審しました。人権を含む労働、安全衛生などに関して
重大な不適合はありませんでしたが、指摘されたRBA

行動規範の要求事項と現地法にもとづく自社ルールや
手続きの違いによる不備について、ルールや手続きを
改定し、是正しました。また、指摘事項についてはグルー
プ各社へ水平展開しています。食堂運営会社や警備会
社といった構内の業務委託先についてもキヤノンの独
自調査やRBAの外部監査を実施し、確認された懸念点
について改善要請し、是正を行っています。キヤノンで
はさまざまな宗教の方が働いています。職場への礼拝
施設の設置や、就業中の祈祷・礼拝・服装、食事等、宗
教上の配慮が必要な場合は相談に応じる窓口を設置し、
対応方法を協議することを定めたルールを整備するな
ど、対応を進めています。

児童労働の防止
キヤノンでは、児童労働を防止するために、入社時の
年齢確認を徹底するとともに、万が一、就労可能年齢に
いたらない従業員が発見された場合に備えた対応フロー
を整備しています。

強制労働・不合理な移動制限の防止
キヤノンでは、国内外の自社の生産拠点において、

RBAのSAQを用いた自己点検を行い、強制労働および
職場や施設内での自由な移動に関して不合理な制限が
ないことを確認しています。

サプライチェーンにおける人権尊重
キヤノンは、RBA行動規範を採用した「キヤノンサプラ

イヤー行動規範」を策定し、労働・安全衛生・環境・マ
ネジメントシステムなどに配慮した調達活動を推進して
います。また、主要サプライヤーについては、RBA行動
規範の遵守に関する同意書を取得するほか、サプライ
ヤーにおける児童労働・強制労働・不合理な移動制限・
過重労働を防止し、労働安全衛生を確保することを目
的に、RBAのSAQを用いた自己点検を毎年実施してい
ます。一部の主要サプライヤーについては、キヤノンが
自己点検結果の検証や現地監査を行っています。
また、サプライヤーや業界団体と協力しながら、責任
ある鉱物調達の取り組みも進めています。

参考：サプライチェーンマネジメント（→P82）

継続的なモニタリング
「キヤノングループ人権方針」で表明した内容の遵守
状況については継続的にモニタリングするとともに、人
権DDについては、継続的に特定・評価手法を改善し、
定期的にグループ全体で確認していきます。また、社会
的な要請やステークホルダーとの対話、キヤノンの事業
状況に応じて、キヤノンの人権への取り組み内容は適宜
見直しを行っていきます。

現代奴隷法への対応
自社およびそのサプライチェーンにおいて強制労働、
人身取引、児童労働のリスクについて問題のないことを
確認し、年次のステートメントを公表することを義務づ
ける現代奴隷法にもとづき、キヤノンは情報開示を行っ
ています。

参考：現代奴隷法への対応（→P86）



雇用と処遇
従業員が高いモチベーションをもって働くことができる魅力的な職場環境づくりに 
努めています
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行動指針
三自の精神 ......... 自発・自治・自覚の精神をもって進む

実力主義  ............ 常に、行動力（V：バイタリティ）・専
門性（S：スペシャリティ）・創造力
（O：オリジナリティ）・個性（P：パー
ソナリティ）を追求する

国際人主義  ........ 異文化を理解し、誠実かつ行動的
な国際人を目指す

新家族主義  ........ 互いに信頼と理解を深め、和の精神
をつらぬく

健康第一主義  .... 健康と明朗をモットーとし、人格の
涵
かんよう

養につとめる

基本的な考え方
キヤノンは、「真のグローバルエクセレントカンパニー」

となるために、従業員一人ひとりが「エクセレントパー
ソン」であることが必須と考えています。
この認識のもと、向上心・責任感・使命感を尊重する

「人間尊重」の精神や、「実力主義」にもとづく公平・公
正な配置・評価・処遇を徹底するとともに、「進取の気
性」が発揮される企業風土を醸成しています。
また、キヤノンの行動指針は、創業期から掲げる「三
自の精神」を原点としています。三自とは、「自発」「自治」
「自覚」を指し、何事も自ら進んで積極的に行い（自発）、
自分自身を管理し（自治）、自分が置かれている立場・役
割・状況をよく認識する（自覚）姿勢を意味します。
この「三自の精神」をもって前向きに仕事に取り組む
ことを全従業員に求め、全世界のグループ会社で浸透
を図っています。

推進体制
キヤノンでは、国内外のグループ各社が各国・地域の
法令にもとづいて人事施策を実行するとともに、グルー
プ会社間においても密に連携をとることで、全社一体と
なった取り組みを推進しています。

人材の獲得と定着
キヤノンは、持続的な成長のために、ビジネスのグロー
バリゼーションとイノベーションを推し進める優秀な人
材の獲得と定着を図っています。そのため、採用・配属・
育成の施策を一貫した方針のもとで連携させています。
人材の獲得において、2022年はキヤノン（株）および

国内グループ会社で1,410人と積極的な採用を行いま
した。また、従業員一人ひとりが長期にわたって高いモ
チベーションを維持し、能力を発揮していけるように、
キャリアマッチング制度（社内公募制度）（→P56）のほ
か、育児や介護と仕事との両立を図る支援制度など従
業員の就業継続をサポートする各種制度の充実を図っ
ています（→P46）。また、従業員意識調査を原則2年に
一度実施し、結果は経営層を含め各部門へフィードバッ
クして部門方針の策定に生かすなど、従業員エンゲージ
メントの向上にも努めています。これらの取り組みの効
果もあり、キヤノン（株）の定着率は国内における業界の
中で高い水準を維持しています。国内グループ会社、キ
ヤノンUSA、キヤノンヨーロッパ、アジアのグループ販
売会社においても定期的に従業員意識調査を実施し、
従業員のエンゲージメント向上につなげています。
また、従業員以外の労働者としては、2022年末時点
では連結で7,254名の請負労働者がキヤノンの構内で
勤務しています。会社間で請負契約を結び、警備、清掃
や社員食堂の運営などの業務を委託しています。

経営幹部のグローバル化
キヤノンは、経営幹部のグローバル化を進め、各国・
地域のグループ会社の社長や役員、幹部社員に国籍を
問わず適任者を登用し、地域に根ざした経営を推進して
います。（→P54）
たとえば、キヤノンヨーロッパの統括地域における人
材の国際化比率※は、社長は86%、管理職では93%と
なっています。

※ 社長・管理職に占める日本人以外の比率
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生産拠点における現地人材雇用
キヤノンの生産拠点では、雇用創出を通して地域の社
会・経済の活性化に貢献すべく、現地で人材雇用を行っ
ています。
たとえば、アジア地区の生産拠点全体では、6万人以
上の現地人材を雇用しています。雇用にあたっては、各
地域の最低賃金を大きく上回る給与を保証しています。

参考：地域の最低賃金に対する標準最低給与の比率
https://global.canon/ja/sustainability/report/pdf/data-2023-j.pdf

公平・公正な報酬制度
役割と成果に応じた賃金制度
キヤノン（株）は、年齢や性別にとらわれない公平・公
正な人事・処遇を実現するため、仕事の役割と成果に
応じて報酬を決定する「役割給制度」を導入しています。
役割給制度とは、仕事の難易度などにもとづく役割
等級によって基本給を定め、1年間の業績・プロセス・
行動を評価して年収を決定する制度です。また、賞与に
は個人の業績だけでなく、会社業績も反映されます。
役割給制度は国内外のグループ全体にも展開し、す

でに国内の大部分のグループ会社とアジアの生産会社
に導入済みです。また、キヤノンUSA、キヤノンヨーロッ
パなど欧米のグループ会社やアジアの販売グループ会
社においては、従来より仕事の役割と成果にもとづく賃
金制度を導入しています。
給与の昇給額・昇給率、賞与の原資・支給額などに

ついては、キヤノン労働組合と年3、4回開催する賃金委
員会において、労使で定めたルールに則って支給され
ていることを確認し、その議事録をすべての社員に公開
しています。また、賃金制度の運用や改善についても同
委員会において労使で議論しています。

福利厚生の充実
キヤノンでは、入社から退職後にいたるすべてのライ

フステージにおいて、従業員が安心して生活を営めるよ
う、各種の福利厚生制度を整備しています。
たとえば、食堂・体育館などの設備、職場コミュニ

ケーションの活性化を目的とした補助金制度や共通の
趣味をもつ仲間が集うクラブ活動、各地域の文化を生か
したイベントや社員の家族も参加できる催しの開催など、
従業員のニーズにあわせた福利厚生制度の充実を進め
ています。

また、キヤノン（株）および国内グループ会社では、国
の社会保障制度に加えて、社員を対象とした企業年金
や共済会、健康保険組合による付加給付などの制度、さ
らには個人の意思で加入する社員持株会や財形貯蓄、
グループ生命保険などを用意しています。

企業年金制度
キヤノン（株）では、公的年金を補完し、より豊かな老
後の生活に寄与することを目的に、役割等級に応じて
付与される退職金ポイント制による確定給付型の企業
年金制度「キヤノン企業年金」を運用しています。制度運
用は会社による基金積立金によって賄われ、社員によ
る拠出金の負担はありません。また、あわせてマッチン
グ拠出にも対応した確定拠出年金制度も運用するなど、
充実した保障を実現しています。
なお、国内グループ会社においてもそれぞれ独自の
企業年金制度を運用しています。

総実労働時間の短縮
キヤノンは、各国や地域の法律にもとづき適正な労働
時間の管理と削減に取り組んでいます。
たとえばキヤノン（株）では、原則として時間外労働を
禁止し、働き方の見直しを推進しています。また、5日
連続で有給休暇を取得できるフリーバカンス制度に加
え、上司、部下間での期初面接時に年5日以上の休暇取
得計画を立てるなど、さまざまな有給休暇の取得促進
を行い、2022年の年間の平均有給休暇取得日数は
18.1日となりました。2022年の一人当たりの総実労
働時間は1,740時間となり、総実労働時間削減に向け
た活動を開始した2010年（1,799時間）とくらべて59

時間減少しています。

柔軟な働き方
キヤノンでは各国・地域の労働慣行を考慮した柔軟
な働き方を促進しています。
たとえばキヤノン（株）では、2005年より厚生労働省
の指針に則りアクションプラン（行動計画）を策定して柔
軟な働き方を推進し、仕事と家庭の両立支援や次世代
育成支援に取り組んでいます。
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第七期行動計画（2021年4月～2024年3月）

行動計画 施策 2022年末現在での実績

（1） 両立支援制度の利用率向上
をめざし、制度の利用を推進
する

● 休業制度紹介、体験者の座談会、セミナーなど
を実施。また、休業の取得希望者については制
度や社内手続きに対する案内を個別で実施

● 仕事と育児の両立を目的としたセミナーを実施
し、制度に対する理解や、キャリア形成の支援
を実施

● 制度の利用実績は、以前から利用率が高い女性に加え
て、男性も大幅に増加傾向にある

（2） 多様な働き方を推進するとと
もに、時間外労働を前提とし
ない働き方の促進および有
給休暇取得促進の取り組み
を継続し、総実労働時間を適
正レベルに保つ

● 総実労働時間をワーク・ライフ・バランスの指
標とし、有給休暇取得促進の取り組みを強化し、
適正レベルを保つ

● 7月～9月をワーク・ライフ・バランス推進期間として、
就業時間の前倒しを実施し、継続して働き方改革を推進。
前倒し期間中は従業員が自己啓発などを行える福利厚
生プログラムを提供

● 生産性の向上や、ワーク・ライフ・バランスの推進によ
り、年間の総実労働時間は、全社で2010年比59時間減

（3） 第六期に引き続き、社会貢献
活動を通じて、次世代を担う
子どもが参加できる地域貢献
活動を実施する

● 2021年4月から2024年3月まで継続して、地
域やコミュニティなどへ働きかけを行い、貢献
活動を実施する

● 以下の取り組みを継続的に実施
 （1） 環境出前授業など、子どもたちの学習を応援する 

独自プログラム
 （2）写真教室（ジュニアフォトグラファーズなど）
 （3）タグラグビー教室・ラグビー交流会（オンライン）など

柔軟な働き方の推進
キヤノン（株）では、社員がそれぞれの事情に応じて柔
軟に休暇の取得が行えるようにしています。育児や介護、
傷病などの理由で取得できる30分単位の時間単位休暇
や、勤続年数に応じたリフレッシュ休暇など、各種の休
暇制度を整備しています。また、2020年からは生産性
向上を目的としたテレワーク制度を導入し、時間や場所
にとらわれない柔軟な働き方を推進しています。2021

年4月からは、2024年3月までの3年間にわたる第七
期行動計画を進めています。
このほか、キヤノン（株）では柔軟な働き方についての
従業員調査を実施し、従業員の実情やニーズを把握し、
働きやすい環境の構築をめざしています。

仕事と育児・介護の両立を支援する制度
キヤノン（株）では、社員が安心して子育てができるよ

う、子どもが満3歳になるまで利用できる「育児休業制
度」や、小学校3年生修了まで1日2時間以内の勤務時
間の短縮を認める「育児短時間勤務制度」など、法定を
上回るさまざまな制度を整備しています。2022年には、
388名が育児休業制度の利用を開始しました。
また、不妊治療を行っている社員を支援するために、
総額100万円を上限に治療費の50%を補助する「不妊
治療費補助制度」や、治療に要する期間、休暇を取得で
きる「不妊治療休暇制度」を整備しています。さらに、配
偶者が出産した男性社員を対象に2日間の出産休暇を

取得できる制度も整備しています。
加えて、地域社会における仕事と育児の両立に貢献

するため、下丸子本社に隣接する所有施設内に、地域
開放型の東京都認証保育所「ポピンズナーサリースクー
ル多摩川」を開設し、約50人の子どもたちを受け入れて
います。
介護をしながら働く社員をサポートするため、最長1

年間利用できる「介護休業制度」や、「介護見舞金」の給
付のほか、1日2時間以内の勤務時間の短縮を認める「介
護短時間勤務制度」など、法定を上回るさまざまな制度
を整備しています。2022年には、25名が介護休業制
度の利用を開始しました。
また、社員からの問い合わせに対応するため、各事
業所には相談窓口を設けています。

社外からの評価　
キヤノン（株）、キヤノンマーケティングジャパン、大分
キヤノンマテリアル、福島キヤノン、キヤノンITソリュー
ションズは「プラチナくるみん」を取得しています。「プラ
チナくるみん」とは、子育てサポー
ト企業として、厚生労働大臣より「く
るみん認定」を受けた企業の中で、
より高い水準の取り組みを行って
いる企業が認定を受けることがで
きます。
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社員のボランティア活動への支援
キヤノン（株）では、ボランティア活動に関心のある社
員を対象とした「ボランティア活動休職制度」を設けて
います。この制度は、会社の認定を受けてボランティア
活動に従事する場合、1年（青年海外協力隊の場合は2

年4カ月）を上限にボランティア休職を取得することが
できます。

労使関係
キヤノン（株）および国内グループ会社は、話し合いで
解決を導く「事前協議の精神」を労使関係の基礎として
います。賃金、労働時間、安全衛生、福利厚生などに関
する諸施策を実行する際は、労働組合と真摯かつ十分
な議論を尽くすよう努めています。
キヤノン（株）は、キヤノン労働組合※1との間で、「中央
労使協議会」を開催しています。代表取締役CEOをはじ
めとする経営幹部が出席し、さまざまなテーマについ
て意見や情報を交換しています。
このほか、賃金、労働時間、安全衛生、福利厚生など
に関する各種委員会も設け、労使協議のもとで制度の
新設や施策の運営に取り組んでいます。2022年末時点
で、キヤノン労働組合の組合員数は2万3,848人、キヤ
ノン（株）の社員に占める労働組合員比率は80%となっ
ています。なお、キヤノン（株）において、労働協約の対
象外となる非組合員については、就業規則等で労働条
件を定めています。
また、キヤノン（株）および国内グループ会社の労使協
議会として年に一回「キヤノングループ労使協議会」を
開催し、労働条件や経営状況に関する協議を行ってい
ます。同協議会は国内グループ会社23社の幹部とグルー
プ会社の18の単位組合が出席するもので、加盟する労
働組合の組合員数は、2022年末時点で5万1,333人と
なり、国内グループ会社23社の社員に占める労働組合
員比率は82%です。
海外グループ会社においては、各国・地域の労働法
制に従い、十分な労使協議による適切な労使関係を継
続しています。主なグループ会社の社員に占める労働
組合員比率※2は79%です。

※1  キヤノン（株）、キヤノンマーケティングジャパン、福島キヤノン、上野キヤノンマテ
リアルの4社の組合員で構成される労働組合

※2  企業内労働組合がある会社を対象に算出

業務変更を実施する際の最低通知期間
キヤノン（株）では、人事異動などに際して社員の生活
にマイナスの影響を及ぼすことがないよう、労使協定に
おいて最低通知期間を定めています。
転居をともなう異動対象者に対しては、発令日を基準

として4週間前までに異動の確認を行っています。また、
転居をともなわない異動対象者に対しては、出向は発
令日の2週間前、その他の異動については発令日の1週
間前までに、対象者に対して内示を行っています。
なお、国内外のグループ会社においても、各国・地域
の法令に従って最低通知期間を定めています。
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ダイバーシティ&インクルージョンの推進　
さまざまな個性や価値観をもつ人材を受け入れ、互いに高め合いながら成長する
企業をめざしています

基本的な考え方
キヤノンは「共生」の理念のもと、さまざまな個性や価
値観をもつ従業員一人ひとりが、活躍の機会を限定さ
れることなく存分に力を発揮できることが大切と考えて
います。こうした考えを受け、文化・習慣・言語・民族
などの多様性を尊重するとともに、性別や年齢、障がい
の有無などにかかわらず、人材の公平な登用や活用を
積極的に推進しています。

推進体制
キヤノン（株）では、2012年にダイバーシティ推進の
ための全社横断組織「VIVID（Vital workforce and 

Value Innovation through Diversity）」を立ち上げ
ました。代表取締役CFOを統括責任者とし、VIVID活
動方針のもとでさまざまな活動に取り組んでいます。
なお、活動方針はキヤノンホームページのほか、社内

イントラネットで周知しています。

参考：VIVID活動方針
https://global.canon/ja/sustainability/society/pdf/vivid-activities-
policy-j.pdf

重要施策とKPI
キヤノンは、ダイバーシティ推進の一環として「女性の
活躍推進」と「男性の育児参画支援」を進めています。具
体的には以下の指標をKPIとして設定し、さまざまな施
策を展開しています。
•  女性管理職比率：2025年末までに2011年※比で3倍
以上とする

•  男性の育児休業取得率：2025年末までに50%以上
とする

※ VIVID発足前年

女性の活躍推進
キヤノンは、性別を問わず能力に即した平等な機会を
提供するとともに、公平な処遇を徹底しています。
日本においては、女性活躍推進法で定められている
行動計画の策定と情報開示に加え、キヤノン独自の取り組
みを実施しています。キヤノン（株）では、女性管理職候
補者の育成を目的とした「女性リーダー研修」を実施し、

新規事業提案をテーマとしたチーム活動を通して、リー
ダーに求められる資質を学ぶ機会を設けています。受
講生は2012年の開始から累計で244人となり、研修後
は海外拠点を含むさまざまな職場で活躍しています。こ
れらの取り組みの結果、女性管理職の人数は2011年
の58人から2022年には147人に増えています。
さらに、育児休業から復職した社員とその上司を対象

としたオンライン復職セミナーや、女性管理職によるメ
ンタリングのほか、女性役員による講演会やインタ
ビュー、女性管理職の体験談の紹介などを通して、仕事
における心掛けやライフイベントとの両立についての気
づきを得る機会を提供しています。
国内グループ会社においては、社長と女性社員の座
談会やアンケートによる意識調査のほか、社内外の女
性リーダー候補者との交流会、キャリアアップ研修、育
児休業取得者を対象とした研修など、女性のキャリア
形成支援に取り組んでいます。
海外においても、2020年より中東・アフリカの各グ

ループ会社で国際女性デーにあわせて、女性の活躍を
支援する社内キャンペーン「SHE RISE Program」を開
始しています。また、キヤノンUSAでは「WiLL（Women 

in Leadership Levels）」と名付けられたプロジェクト
を推進し、交流会や講演会、メンタリングなどのさまざ
まな機会を通して女性の活躍を支援しています。さらに、
キヤノンヨーロッパでは、統括地域を対象としてダイバー
シティ&インクルージョン・コミットメントを策定し、ダ
イバーシティへの意識向上に向けた啓発活動の実施や、
多様な人材の採用などに関してモニタリングとレビュー
を行っています。

社外からの評価
福井キヤノンマテリアルは、女性の活躍に関する取り
組みが優良であると評価され「えるぼし」の3つ星に認定、
またキヤノンマーケティングジャパン、キヤノンITソ
リューションズは2つ星に認定され
ました。「えるぼし」は、女性の活躍
推進に関する状況が優良であり一
定の条件を満たした企業に対して
厚生労働省より認定されます。
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男性の育児参画支援
キヤノンでは、男女共同参画社会の実現に向け、男性
の育児参画支援の取り組みを進めています。
キヤノン（株）や国内グループ会社では、育児関連制度
を利用した男性社員の座談会やインタビューのほか、育
児関連制度を紹介するセミナーなどを実施しています。
これらの取り組みの効果もあり、キヤノン（株）の男性の
育児休業取得率は、2011年の1.9%から2022年には
47.7%まで増えています。

LGBTQなど性的マイノリティへの対応
キヤノンは、キヤノングループ行動規範に個人の尊重
ならびに人種、宗教、国籍、性別、年齢などを理由とし
た差別の禁止を掲げ、LGBTQなど性的マイノリティを包
含した取り組みを行っています。職場におけるあらゆる
差別の撤廃をめざし、管理職研修で差別防止に向けた
教育を実施するほか、職場単位のミーティングなどの
機会を活用し、従業員に対する理解の徹底を図っていま
す。また、キヤノン（株）および国内グループ会社の社員
を対象に、LGBTQなど性的マイノリティに関する内容を
含む「心のバリアフリー研修」を実施し、理解促進を図っ
ています。「心のバリアフリー研修」とは、社会における
「バリア」があることで生じている困りごとや痛みを社員
一人ひとりが理解することを目的とし、障がいのある方
や性的マイノリティの方が不便に感じていることや、配
慮すべきポイントなどを学ぶeラーニングです。2019

年から2022年までにキヤノン（株）および国内グループ
会社の経営幹部を含む約83％の社員が受講しました。
このほか、バリアフリートイレの設置など生活環境面
での対応を行っています。さらに、社内相談窓口を設け、
専任のカウンセラーがさまざまな相談に対応する体制
を整えています。

ベテラン社員の活躍推進
キヤノン（株）は、経験豊かな社員が豊富な知識や技能
を最大限に発揮できるよう、1977年に日本企業でいち
早く60歳定年制を採用し、1982年からは63歳を上限
とした定年後再雇用制度を開始しました。

2000年には定年後再雇用制度を一部改正し、再雇用
職務の公募制度を導入しました。2007年には再雇用
年齢の上限を65歳まで引き上げ、2022年末の再雇用
者数は2,137人となりました。

障がい者の社会進出を積極的に支援
キヤノンは、国連のノーマライゼーションの理念※1を
尊重し、キヤノン（株）および国内グループ会社において、
障がいのある方の採用を積極的に進めています。
キヤノン（株）の障がい者雇用率は、2022年では法定
雇用率の2.3%を上回る2.48%となっています。採用
過程においては、職場配属後に速やかに活躍できるよう、
職場体験や職場見学なども行っています。
また、障がいのある方にとって働きやすい職場環境づ

くりにも注力し、バリアフリー対応をはじめとした設備
面の改善に努めるとともに、配属可能な職場・職務の
開拓を進めています。
キヤノンウィンド※2では、主に知的障がいのある方を
採用し、高い就業定着率を維持しています。
また、2016年に改正された「障害者雇用促進法」に
おける障がい者の差別禁止と合理的配慮の提供の義務
化にともない、キヤノン（株）および国内グループ会社で
は各事業所に相談窓口を設置しました。事業所ごとに
差別禁止を徹底するとともに、個別面談を実施し、避
難訓練時の個別の声掛けや個別誘導など災害時の備え
や、施設使用に関する配慮など合理的配慮の提供に努
めています。
また、キヤノン（株）および国内グループ会社では、聴
覚障がい者と協働する職場を対象に、より円滑に業務
を進めることを目的として、聴覚障がいについての正し
い知識や手話などを紹介する集合研修とeラーニングを
2004年から実施し、2022年までにのべ949人が受講
しました。
※1  国連の国際障害者年行動計画が提起している理念で、「私たちの社会はさまざ
まな特質をもった人々の集まりであり、種々の場においても健常者と障がい者
がともに存在することが人間にとってノーマルな状態であり、したがってそのよ
うな状況をつくり出すべきである」を主旨としている

※2  知的障がい者の雇用促進を目的に、2008年に社会福祉法人暁雲福祉会との合
弁で設立された大分キヤノンの特例子会社

仕事と介護の両立支援
少子高齢化が進む日本では、介護を理由とする離職

を防ぐことが重要な社会課題の一つとなっています。キ
ヤノンは介護離職低減に向け、仕事と介護の両立を支援
する活動を進めています。キヤノン（株）や国内グループ
会社では、介護セミナーや介護従事者へのインタビュー
のほか、介護が必要になった際の初動対処方法や公的・
社内の介護関連制度の紹介などを行っています。

2020年からは、自治体と協力して介護セミナーを継
続的にオンライン開催しています。
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2022年重点目標
1. 機械装置起因の挟まれ・巻き込まれ災害の撲滅
（0件）

2. 有害性の高い化学物質起因の災害の撲滅（0件）

実施項目
1. キヤノングループ労働安全衛生マネジメントシス
テムの効果的な運用の推進

2. リスクアセスメントの深化と効果的な活用
3. 啓発・教育の充実による安全衛生意識の向上

健康経営
キヤノン（株）および国内グループ会社では、次の重点
目標・実施項目に取り組むことを中央安全衛生委員会
で表明しています。健康保険組合との協働によるコラボ
ヘルスとして、データヘルス計画にもとづいた中長期的
な健康施策目標や施策も含まれています。

基本的な考え方
キヤノンは、「安全なくして経営なし」の考え方のもと、
安全衛生を企業経営の基盤と位置づけています。
また、「良い仕事をするためには健康な身体と健全な
精神が大切である」という行動指針の「健康第一主義」
にもとづき、積極的な健康経営を推進しています。

推進体制
キヤノンでは、安全衛生活動の最上位機関として、キ
ヤノン（株）代表取締役CFOが委員長を務める「中央安
全衛生委員会」を設置しています。委員会では中央安全
衛生活動方針や計画を策定し、労働災害の撲滅や、健
康の維持・増進、交通安全、防火・防災、快適な職場づ
くりなどを推進しています。
また、労働協約でも安全衛生について定めるなど、社
員が安心して働ける職場環境づくりに労使で取り組んで
います。
キヤノン（株）および国内グループ会社では、各拠点に
安全衛生委員会を設置し、中央安全衛生活動方針を踏
まえて自拠点の実情にあわせた目標を設定し、請負会
社なども含めたすべての労働者が安全に就労できるよう、
健全な労働環境の構築に取り組んでいます。また、請負
会社と安全衛生協議会を設置し、事業所構内の安全衛
生の維持・向上に取り組んでいます。
海外においても、生産拠点を中心に各地域やグルー

プ会社ごとの状況を踏まえつつ、グループ一体となった
取り組みを推進しています。

重点目標と実施項目
労働安全衛生
キヤノンは「安心・安全」な職場環境づくりに努め、キ
ヤノン（株）および国内グループ会社では、次の重点目標・
実施項目に取り組みました。

労働安全衛生と健康経営
従業員が安心して働ける職場環境づくりのために、安全の確保と健康支援に
取り組んでいます

中央安全衛生委員会 中期計画
（2022-2024年）
重点目標
1. 休職日数減少
2. プレゼンティーイズム減少
3. ハイリスク者の減少
4. メタボリックシンドローム該当者の減少
5. がん検診受診の定着

実施項目
1. メンタルヘルス対策
2. 生活習慣病予防
3. ヘルスリテラシーの向上
4. 新型コロナウイルス感染症対策

アプローチ　社会 - 人権の尊重 - 雇用と処遇 - ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 - 労働安全衛生と健康経営 - 人材育成と成長支援 - 社会文化支援活動



51 Canon Sustainability Report 2023

キヤノンの企業理念 キヤノングループについて CEOメッセージ サステナビリティマネジメント 環境 社会 経営基盤 ステークホルダーエンゲージメント 第三者意見

労働安全衛生
労働災害の防止

2022年は、機械装置起因の挟まれ・巻き込まれによ

る休業災害が1件発生しました。有害性の高い化学物

質起因の休業災害は発生していません。労働災害が発
生した場合には真因究明を実施し、職場担当者への再
教育や装置の操作性改善を行うなど、教育と設備の両
面で再発防止策を講じています。さらに発生拠点内で
同様のリスクがないかリスクアセスメントを含めた安全
総点検を実施しています。また、災害の情報は速やかに
生産拠点を中心としたグループ会社に共有し、類似災
害の再発防止を図っています。

キヤノングループ労働安全衛生マネジメント
システムの効果的な運用の推進
キヤノンは、各拠点での自律的な安全衛生活動の推進

をめざし、中央労働災害防止協会方式の労働安全衛生
マネジメントシステムの要求事項をもとに、キヤノン
（株）の基準やルールなどを確認項目に反映した「キ
ヤノングループ労働安全衛生マネジメントシステム」を
各国・地域で展開しています。さらに拠点間の相互監査
を行うことで、さまざまな問題対応策や好事例の水平展
開を図っています。
また、労働安全衛生マネジメントシステムの国際規格

であるOHSAS18001から、新たな国際規格である
ISO45001への移行を進め、2022年末時点ではキヤノ
ン（株）および国内外グループ製造会社のうち、約17%

がISO45001認証を取得しています。

参考：ISO45001認証取得状況
https://global.canon/ja/sustainability/society/pdf/iso45001-j.pdf

リスクアセスメントの深化と効果的な活用
キヤノンでは、すべての作業と機械装置を対象に、グ

ループ共通の管理基準によるリスクアセスメントを実施
しています。事故や疾病のリスクが高い作業を漏れな
く洗い出し、適切なリスク低減措置や残留リスクの管理
を行っています。なかでも機械装置起因の事故を重大
なリスクととらえ、既存事業における年に1回以上の定

期的な見直しを行っています。また、新規事業において
は研究開発段階からリスクの特定・評価を行い、その評
価結果にもとづく安全対策を実施しています。
グループ共通の管理基準によるリスクアセスメント実

施に向けて、アセスメント手法の理解を深めるための教
育や、職場管理者および作業責任者などを対象としたe

ラーニングを行っています。また、リスクが特定された
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場合には関係するすべての作業者に対し、リスクの通知
と教育を実施し、作業内容の理解・習得度を確認してい
ます。

啓発・教育の充実による安全衛生意識の向上
キヤノンは、労働災害が発生した場合、国内全拠点お

よび海外生産拠点に直ちに情報を配信し、原因と対策
をイントラサイトにて公開することで、類似災害発生の
未然防止を図っています。
また、労働災害撲滅に向けて、リスクアセスメントを
実施する職場の全管理職に対して研修を行うとともに、
リスクアセスメントに携わる従業員を対象として、アセ
スメントの目的や手順の理解促進に向けたeラーニン
グを実施し、2022年までに累計では4,724人が受講
しました。
このほか、つねに安全衛生を意識する職場風土の醸
成に向けた活動に取り組んでいます。たとえば、キヤノン
（株）および国内グループ会社では、安全衛生教育の実
施やオリジナルの啓発ポスターやリーフレットの掲示・
配布などにより、作業時の基本的な安全行動の確認・
励行の啓発を行っています。
海外においても、日本と同レベルの労働安全衛生管
理体制の構築をめざし、主に生産拠点を中心に活動を
展開しています。たとえば、各拠点の従業員が母国語で
理解できるように、キヤノン（株）が日本語・英語・中国
語・ベトナム語で作成した作業手順書や安全衛生教育
用教材、ポスターやリーフレットなどを海外各拠点の実
情にあわせて有効に活用しています。たとえば、キヤノ
ンベトナムでは、危険を疑似体験して安全の重要性を実
感できる体感型教育施設「安全体感道場」や、リスクア
セスメント活動、気づき提案制度などを通じて、社員の
安全衛生意識を高め、危険の芽を事前に摘み取る活動
を精力的に展開しています。

健康経営
メンタルヘルス対策
キヤノンでは、国内グループ会社でのメンタルヘルス
対策として、4つのケア（セルフケア、管理職によるケア、
産業保健スタッフによるケア、外部機関によるケア）と
一次予防～三次予防を組み合わせた各種プログラムを
展開しています。特に、休復職を含む不調者支援プログ
ラムの整備、人事や健康支援担当者の能力向上研修な
どを行い、対応の標準化を図っています。
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キヤノン（株）のストレスチェック受検率は高い水準を
維持しており、2022年は96.5%となりました。高スト
レス者に対しては産業医による面接に加え健康相談な
どの個別支援を行っています。あわせて集団分析をも
とに各本部の健康状態を表した「健康レポート」を配信
し、職場との懇談会を実施しています。また、職場の支
援力を向上するため、管理職に向けたメンタルヘルス研
修にも力を入れています。海外赴任者に対しても、国内
同様にストレスチェックの実施・フォローを行い、現地
の人事担当者と連携してメンタルヘルス対策を行ってい
ます。

生活習慣病予防
生活習慣病予防の施策として、従業員のデータ分析

をもとに施策の重点項目や優先順位を決定しています。
たとえば、2009年から追跡した健診データ分析から、
メタボリックシンドロームの発症に対する短時間睡眠、
喫煙、早食いなどの影響が明らかになり、それらを施
策の重点項目としています。特に睡眠については、啓発
活動に加えて睡眠計を用いた個別指導を実施し、睡眠
の改善だけでなく、健診結果やプレゼンティーイズム（疾
病就業）の改善にもつながっています。また、キヤノン
（株）と国内グループ会社では敷地内禁煙を実施してい
ます。禁煙セミナーやオンライン禁煙プログラムなどの
施策を継続することで、キヤノン（株）の喫煙率は2004

年の取り組み開始から18年間で17.9ポイント減少し、
2022年には14.5%となりました。
健康診断においては、キヤノン（株）と国内グループ会
社で異常所見が認められた社員に対する措置の基準を
統一し、重症化予防を徹底しています。特定保健指導の
該当者には健康保険組合と連携して専門会社による保
健指導を実施した結果、メタボリックシンドローム該当
者、特定保健指導対象者ともに減少傾向となっています。
また、がん対策では、キヤノン健康保険組合のがん検診
制度の活用や、疾病を抱えながら働く人への治療と仕
事の両立支援にも力を入れています。

ヘルスリテラシーの向上
キヤノン（株）では、階層別などの継続的な教育や、「睡
眠」「栄養」「運動」をテーマとしたキャンペーン活動、イ
ントラネットでの定期情報配信の啓発活動と、ICTツー
ルによる健康行動目標管理や社内イベント実施などを
通して、自己健康管理を推進しています。また、キヤノン
（株）および国内グループ会社では30～60歳における

節目年齢において、各年代や女性特有の健康課題、自
己管理のポイントを学習するeラーニングを毎年実施し、
2022年には5,328人が受講しました。

2022年は運動をテーマとした栄養キャンペーン活動
に力を入れ、健康保険組合・労働組合・社内売店・食堂
などとのコラボレーション企画を実施しました。さらに、
毎年開催しているICTツールを活用したウォーキング大
会には過去6年間で最高となる1万2,076人が参加しま
した。また、キヤノン健康保険組合の「キヤノン・ヘルス
コール」では、国内に限らず海外勤務者も含めてさまざ
まな相談に24時間電話対応できる体制を整えています。
海外グループ会社においても、各地域の特性に応じ

た独自の取り組みを実施しています。キヤノンプラチン
ブリタイランドでは、女性従業員への妊産婦教育や新型
コロナウイルスに関する映像教育コンテンツの制作、キ
ヤノンビジネスマシンズフィリピンでは、メンタルヘルス
に関する産業医セミナーの開催や各種健康に関する啓
発活動を行っています。

新型コロナウイルス感染症対策
キヤノン（株）では、新型コロナウイルス感染症に対し

て、感染防止、相談体制、ハイリスク者対応、情報提供
を軸に対策を行っています。具体的には、ガイドライン・
マニュアルの策定、感染防止対策備品の整備、産業医・
看護職による健康相談対応、24時間体制のヘルスコー
ル相談などを実施しています。
また、2022年も職域ワクチン接種をキヤノン（株）お

よび国内グループ会社で行い、家族や請負会社社員な
ども含め、約6万人に接種を実施しました。

感染症対策
キヤノン（株）では、感染症予防対策の一環として、海
外への出張者および出向者に対し、渡航前にHIV、マラ
リアを含む感染症について、厚生労働省検疫所の感染症
情報を参考に教育を行っています。また、厚生労働省検
疫所および外務省の情報にもとづき、渡航先の国や地
域に応じた各種予防接種を会社負担で推奨しています。

請負労働者に対する健康教育
日本では、全国的に屋内外作業場における熱中症の
発症率が高まっていることから、請負労働者に対する熱
中症予防教育を継続するとともに、作業環境面での予
防対策も実施しています。
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社外からの評価
キヤノン（株）は、経済産業省と東京証券取引所が共同
で実施する「健康経営銘柄」に4年連続で選定されると
ともに、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する
「健康経営優良法人（大規模法人部門（ホワイト500））」
に6年連続で選定されました。なお、2022年はキヤノン
（株）を含めて国内グループ12社が健康経営優良法人に
選定されました。
「健康経営銘柄」は、東京証券取引所に上場している
企業から、従業員の健康管理を経営的な視点で考え戦
略的に取り組んでいる企業が選定されます。「健康経営
優良法人」は、地域の健康課題に即した取り組みや日本
健康会議が進める健康増進の取り組みをもとに、特に
優良な健康経営を実践している法人が選定されます。
キヤノンは、創業期から「健康第一主義」を行動指針と

して掲げ、長きにわたり先進的な健康支援の取り組みを
続けていることが評価されました。
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基本的な考え方
キヤノンは、創業以来の企業DNAである「人間尊重」
の理念のもと、社員の成長が事業競争力の源泉と考え、
人材への投資を積極的に行っています。
「三自の精神」による一人ひとりの成長意欲と、上司や
職場からのサポートを前提とするOJTを基本としつつ、
各種研修や留学、トレーニー制度を整備することで社
員の成長支援を図っています。
また、次世代リーダーやソフトウエア人材の育成など、
経営戦略を推進する上で特に注力している領域につい
ては、社内に専門機関・プログラムを設立し、将来のキ
ヤノンをけん引する人材を育成しています。

推進体制
キヤノンでは、人事本部が中心となって多様な人材育
成制度を整備しており、「自社の人材は自社で育てる」と
いう考えのもと、講師の養成も原則社内で行っています。
また、専門技術分野ごとの社内有識者からなる「技術
人材育成委員会」を設置し、人材育成上の課題や研修体
制について協議を行うことで、技術人材の体系的な育
成を図っています。
それに加え、国内外の大学や研究機関へ技術者を積
極的に派遣するなど、社外でも最先端の知識や技術を
身につけることができる体制を整えています。

グローバル人材の育成
グローバル化を進めるキヤノンの事業は、世界のさま
ざまな国・地域に広がり、2022年末時点で341の事業
拠点※があります。こうした中、国際舞台でリーダーシッ
プを発揮できる人材の育成を強化しています。

※ 事業拠点数はキヤノン（株）および連結子会社数、持分法適用関連会社数の合計

国際出向制度による人材の活性化
キヤノンでは、グローバルな協業やグローバル規模で
活躍できる人材の育成を促進する目的で、日本から海
外だけではなく、海外から日本、さらには欧州から米国
など、国際間の双方向での人材交流を活性化するため、
世界中のグループ会社を対象とした国際出向制度

「Canon Global Assignment Policy（CGAP）」を設け
ています。

CGAPはグループ共通の国際出向の指針で、CGAPに
もとづき、各国・地域で出向規程を設けています。これ
らを組み合わせて運用することで、人材交流を活性化
させ、基本的な理念やしくみを共有しながら、法律や文
化などの地域ごとの特性にも柔軟に対応しています。
たとえば欧米では、入社3年以上の社員に向けた

1年間の人材交流プログラム「US / Europe Exchange 

Program」、アジアでは幹部候補育成を目的とした欧米
での1年間の研修プログラム「ASIA CGAP」などを実施し
ています。
これらの制度を利用して、2022年末現在で合計1,040

人が国際出向しています。

若手社員へのグローバル研修
キヤノン（株）では、社員が語学力や国際的なビジネス

スキルを身につけるために、早くから海外勤務を経験す
るさまざまな制度を設けています。
たとえば「アジアトレーニー制度」は、30歳以下の社員

を対象としたアジアのグループ会社での実務研修制度で、
1995年に開始し、これまでに累計118人をアジア各国・
地域のグループ会社に派遣しています。業務上、英語以
外の言語の使用頻度が高い国・地域では、現地の大学で
約6カ月間の語学研修を受けた後、トレーニーとして約1

年間現地法人で実務を経験します。また、欧米に若手の
人材を派遣する「欧米トレーニー制度」は、2012年に開
始し、累計68人を派遣しました。2020年からは、新入
社員を対象とした「Canon Global Marketing & Sales 

Trainee制度」を開始しました。将来グローバルに活躍
するマーケティング人材の育成を目的に、国内外でそれ
ぞれ1年半の販売経験や語学の習得を行います。
さらに、国際社会で通用する技術者の育成や、将来キ
ヤノンの基幹となり得る技術の獲得を目的に、技術系社
員を対象とした「技術者海外留学制度」を設けています。
1984年に開始し、これまでに累計129人が海外の大学
に留学しています。欧米での研究開発体制の強化も踏
まえ、今後も毎年数名程度の留学者を選出していきます。

人材育成と成長支援
従業員一人ひとりがキャリアを築き、活躍できる機会を提供しています
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ソフトウエア技術者を育成するCIST（東京）

CISTでのソフトウエア研修の様子

各種エキスパートの育成
技術人材の育成
キヤノン（株）では、機械・電気・光学・材料・ソフトウ
エアなど専門分野ごとの教育体系を整備し、長期的な
視野に立って次世代を担う技術人材を育成しています。
この5つの主要分野では、それぞれ「技術人材育成委員
会」を設置し、新入社員から若手、技術リーダーにいた
るまで、階層に応じた育成体系を構築し、研修や施策を
実行しています。また、解析技術など分野横断型の研修
も実施しています。2022年は各分野あわせて231講座
の研修を開催し、国内グループ会社含めてのべ8,017

人の技術者が受講しました。この他、2021年より全職
種を対象としたITリテラシー向上研修（eラーニング）を
実施しています。
また、2023年からは、キヤノンの技術をけん引する
技術者を「トップ・サイエンティスト」として認定する制
度を設立しており、独自技術による新規事業を創出でき
る人材の確保・育成を推進しています。

ソフトウエア人材の育成
キヤノン（株）では、2018年にソフトウエア技術者を育
成する研修施設「CIST（Canon Institute of Software 

Technology）」を設立しました。CISTでは、製品のソフ
トウエア開発を担当する技術者のスキルアップから、新
入社員や職種転換をめざす社員の基礎教育まで、体系
的な人材育成に取り組んでいます。
このほか、国立情報学研究所主催のソフトウエア技術
者育成を目的とした「トップエスイーコース」に4人、早
稲田大学主催のAI・IoT・ビッグデータ技術分野のビジ
ネススクールである「スマートエスイーコース」に5人の
技術者を派遣しています。

生産拠点におけるグローバルなものづくり 
人材育成
キヤノンでは、キヤノン（株）のものづくり推進センター
が中心となって、生産活動を支える人材の育成に注力し
ています。

2022年は同センター主催によるオンライン研修を海
外8カ所の生産拠点で計39回開催し、216人が受講し
ました。
また、海外生産拠点での受講を促進するため、「拠点

トレーナー養成研修」にも力を入れています。2022年
は、オンラインでのトレーナー研修を16回開催し、62

人が受講しました。拠点トレーナーによる研修は、各拠
点で展開され、2022年は約3,400人が受講しました。
さらに、国内と同一水準の「技能検定制度」を海外拠
点にも導入・運用し、2022年はタイ、ベトナム、中国、
マレーシアなどの計5拠点において、成形、実装、プレ
スなどの7職種で検定を実施し、約460人が受検しま
した。

人材育成体系
キヤノン（株）では、従業員のモチベーションや専門性
の向上を支援していくために、「階層別研修」「選択研修」
「自己啓発」で構成される教育体系を整備しています。
階層別研修では、等級ごとに求められる役割につい

て速やかに理解・実践できるように研修を実施しており、
行動指針を中心に行動意識の醸成を図るほか、研修と
連動する形でeラーニングを含む選択研修と自己啓発支
援を行っています。これらの研修では、ハラスメントの
防止やコンプライアンスの徹底などのプログラムも取り
入れています。
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なお、キヤノン（株）における2022年の社員一人当た
りの平均研修時間は約22時間で、平均研修費は約16

万2,000円でした。また、主な国内グループ会社および
海外販売会社での社員一人当たりの平均研修費は約8

万9,000円でした。

経営人材の育成
経営人材の育成については、「経営塾」「Canon Leadership 

Development Program（LEAD Program）」を実施して
います。経営塾では、事業部長や所長などの上級管理
職を対象に一流の経営リーダーたる人材の育成を図っ
ています。代表取締役CEOが塾長を務め、政治・外交・
経済・科学技術などの専門家を講師に迎えて開催され、
これまでに多くの役員を輩出しています。また、LEAD 

Programは、リーダー候補者の意識を経営視点に切り
替えた上で、リーダーシップの涵養や戦略立案力・実践
力の強化を図るプログラムで、管理職各階層の登用前
後の研修や登用前のアセスメントとして実施しています。
今後は経営人材に加え、グローバル人材、技術人材、も
のづくり人材など、次代を担う人材を計画的に育成する
取り組みを一層強化していきます。

キヤノン（株）のキャリア形成支援プログラム
n 業績とキャリアについての定期面接制度
役割給制度のもと、社員一人ひとりの役割達成度と
行動を評価するために、期初・中間・期末の年3回、上
司と部下の面接を行っています。面接では、役割、目標、
達成状況に加え、部下が記入した「キャリアシート」にも
とづき今後のキャリアについて確認しています。
評価結果の通知では、より高い成果の達成と行動の
改善に向けた助言と指導をあわせて行います。部下は
自分の強みや弱みを具体的、客観的に受け止め、さらな
る成長へとつなげるとともに、上司は今後の育成計画
に生かしています。

n キャリアマッチング制度
社員の主体的なキャリア形成をサポートするしくみ

として「キャリアマッチング制度」（社内公募制度）を設
けて、適材適所の人材配置や人材の流動化・活性化を
図っています。
また、未経験の領域の仕事にチャレンジする意欲のあ

る社員に対して、あらかじめ研修を実施してそのレベル

に応じた業務に配置する、研修と社内公募を合体させた
「研修型キャリアマッチング制度」も実施しています。

2022年は社内公募制度を利用して、312人が異動しま
した。

n 若手社員へのキャリア支援
キヤノン（株）では、入社後3年が経過した社員に対し

て、人事部門が仕事や職場との適応状況を確認する面
談を以前より実施し、配属後も一人ひとりが安心して能
力を発揮できる環境を整えてきました。

2022年からは、キャリアを考えるきっかけづくりを
目的とした講義や、キャリアカウンセラーによる個人面
談を盛り込んだ「3年次キャリア研修」を開始し、若手社
員のキャリア形成意識の醸成とモチベーションの向上
を図っています。2022年には588人が同研修を受講し
ました。

n 定年後を見据えたキャリアプラン・ライフプラン研修
社員が定年後の人生をより豊かなものにできるよう、

50歳・54歳時に「クリエイティブライフセミナー」を実
施しています。ライフプランやキャリアプランについて
考える機会を早い段階で設けることにより、60歳以降
の準備を自立的かつ計画的に進められるようにしてい
ます。

n 組織活性化の支援
キヤノンでは、「人と組織の成長」と「業務成果の達成」
の同時実現をめざし、組織開発の専門部門を設け、多
様化する組織課題に応じたコンサルティングとその後
のサポート、階層別トレーニングなどの組織活性化支
援を行っています。2022年までに国内外のグループ
会社を含む、のべ464部門、1万6,000人の支援を行っ
ています。

n その他のキャリア形成支援
学ぶ機会を多様化し、自己啓発意欲の高い従業員の

キャリア形成を支援するために、週末や「ワーク・ライ
フ・バランス推進期間※」の終業後に受講できる研修とし
て、eラーニングコンテンツの開設を推進しています。
2022年は約6,000人の社員が受講しました。
※ 働き方改革の一環として、7月から9月に実施している就業時間前倒しの期間
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キヤノン（株）の人材育成体系
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功績をたたえる多様な認定・表彰制度
キヤノンは、多様な認定・表彰制度を設けてグループ
社員の功績を評価しています。
「Canon Summit Awards」は、キヤノンの活動およ
び製品分野において、社業の発展に多大な貢献をした
グループ内の企業、部門、チームおよび個人を表彰して
います。このほか、発明および知的財産活動に貢献した

社員に対する「発明表彰」や、品質向上や生産性向上に
貢献した優れた活動に対する「品質表彰」「生産革新賞」、
幅広い技能でものづくりに貢献した個人に対する「マイ
スター認定・表彰」、卓越した技能をたたえ、キヤノンに
必要な技能の伝承を図るための「キヤノンの名匠認定・
表彰」、優れた環境活動を表彰する「環境表彰」などを実
施しています。
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社会文化支援活動
事業で培った技術や知識を生かして、地域社会の持続的な発展に貢献しています

基本的な考え方
キヤノンは、創業当時から、事業活動を通じて社会に
貢献していくという精神が企業文化として定着していま
す。この考えのもと、社会貢献活動の重点分野として、
メディカル事業の技術を活用した貧困地域での医療提
供や、キヤノンが長年培ってきたイメージング、プリン
ティング技術を活用した教育・文化支援活動に注力して
います。この分野は中長期経営計画「グローバル優良企
業グループ構想フェーズⅥ」の主要戦略として競争力強
化を図っている領域であり、これらの事業活動の進展
を通して社会課題の解決に貢献していきます。
また、ユニセフが国連グローバル・コンパクト、セー

ブ・ザ・チルドレンとともに策定した「子どもの権利とビ
ジネス原則」を支持し、次世代を担う子どもたちの権利
の実現に向けた活動に取り組んでいます。

2022年は、社会貢献活動費として約18億円を支出
しました。

方針
キヤノンは、「キヤノングループ CSR活動方針」を制定

し、芸術・学術・スポーツ支援、人道・災害支援、豊か
な生活と地球環境の両立への貢献などを活動分野とし
ています。本方針にもとづき、キヤノンの強みである「高
度な技術力」「グローバルな事業展開」「専門性のある多
様な人材」を生かし、グループ全体で社会文化支援活動
を展開しています。

参考：キヤノングループ CSR活動方針
https://global.canon/ja/sustainability/society/pdf/csr-activity-j.pdf

推進体制
キヤノンでは、キヤノン（株）サステナビリティ推進本
部がグループ全体の社会文化支援活動を統括・推進し
ています。重要事項は、随時、キヤノン（株）執行役員で
あるサステナビリティ推進本部長が代表取締役会長兼
社長ならびに代表取締役副社長に報告し、リスク・機会
への対応の方向性、施策について承認を受けています。
さらに、国内外のグループ会社の社会貢献担当者は
定期的な情報共有を行うほか、SNSや社内イントラネッ
ト、社内報を通じて、グループ内の活動やSDGsへの取

主な取り組み
インドにおける多角的な支援「4E’s Project」
キヤノンインディアは、NGO「Humana People to 

People India」と協働し、オフィス近隣の貧しい村を対
象に「アイケア（Eye Care）」「教育（Education）」「環境
（Environment）」「自立支援（Empowerment）」の側
面からさまざまな支援を行う「4E’s Project」を実施し
ています。
特に、アイケア分野は、キヤノンが重点事業戦略の一

つに掲げ、強化・拡大を図るメディカルグループの技術
を生かし、視覚障がい者を救済する眼科医療の充実に
努めています。インドの視覚障がいの多数を占める白内
障はその8割が予防や治療が可能といわれているにも
かかわらず、医療のインフラが十分に整っていないため
適切な検査や治療を受けられないという課題があります。
そこで、対象となる村に「ビジョンセンター」を開設し、
キヤノンの眼科機器を使用した検診を提供しています。
2022年は6,105人が訪れ、うち644人に無償で眼鏡を
提供したほか、188人がさらなる診療のために病院で
受診しました。

り組みなどを社員と共有し、グループ全体の社会文化支
援活動の活性化を図っています。

インドでのアイケアプロジェクト
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また、エンパワーメントの分野では、若者の心に写真
文化を浸透させる取り組みを展開しています。たとえば、
デリー首都圏政府の女性・子ども開発省と連携してニュー
デリーの少年ホームで子ども向けの写真ワークショッ
プを開催しています。保護された16～18歳の子どもた
ちを対象に、写真を探求しこの分野での雇用機会を創
出することを目的として、ワークショップを実施してい
ます。2022年は74人の子どもたちがワークショップ
を受講しました。

2022年は、4E’s Project全体で86,494人が参加し
ました。

青少年の創造性と表現力を育む 
「Canon Young People Programme」
キヤノンヨーロッパでは、欧州、中東、アフリカ（EMEA）
地域の恵まれない環境にある若者を対象に、創造的な
ビジュアル・ストーリーテリング（視覚的に物語を伝え
ること）を紹介する「Canon Young People Programme

（YPP）」を実施しています。この活動は、よりよく、持続可
能な未来のために若者の声を届けることを目的としてい
ます。
本プログラムは、各国の現地NGOとの協業で地域コ

ミュニティに働きかけ、写真・映像撮影を通じて若者の
創造的な表現の機会を提供しています。2022年は、
EMEA全域で、ヨルダンやトルコなど新たに10カ国を
含む24カ国でプログラムが実施され、1,200人以上の
若者が参加しました。

アフリカ地域において技術力向上と雇用創出を 
めざす「Miraisha Programme」
アフリカでは、若者の失業率が深刻な問題となってい
ます。また、写真・映像の撮影や印刷需要が高まる一方、
そのスキルが国際水準に達しておらず、ビジネスの大半
を外国企業が担っているという現状があります。こうし
た状況を受け、キヤノンヨーロッパは、写真・映像撮影
や印刷産業におけるアフリカ地域の若者の技術力を向
上させ、雇用拡大をめざす「Miraisha Programme」を
進めています。「Miraisha」とは、日本語の「未来」とス
ワヒリ語の「マイシャ（生活）」を組み合わせた造語です。
これまでケニア、ガーナ、ナイジェリア、コンゴ民主共和
国、ウガンダ、カメルーン、コートジボワールなどにおい
て、地元政府機関や教育団体、イベント主催者、キヤノン
アンバサダー（プロ写真家）などと、6,500人を超える参
加者に対し、写真・映像撮影や印刷分野のワークショッ
プを実施しました。また、地元の写真家や映像制作者を
キヤノン認定のMiraishaトレーナーとして育成する指
導者養成プログラムも実施しています。2022年までに
26人がMiraishaトレーナーに認定され、うち3人はキ
ヤノン社員として雇用されました。

「Canon Young People Prgramme」に参加する学生たち
（ヨルダン・ザータリ難民キャンプにて）

ケニアでの「Miraisha Programme」の様子

地球環境保護の重要性を伝える教育・研究プログラム 
「Eyes on Yellowstone」
キヤノンUSAは、世界的に有名な米国のイエロース

トーン国立公園に資金を提供し、絶滅危機に瀕した野
生動物の保護のための調査活動を支援しています。
特に、教育・研究プログラム「Eyes on Yellowstone」

では、キヤノンの映像機器を使用して生態観察を行い、
映像ライブラリーをデジタル化してWebサイトで配信。
この映像は、世界中の数百万人に及ぶ子どもたちに教
材として利用され、地球環境に関する知識や保護の重
要性を認識するために役立てられています。
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アジアの教育支援
キヤノンでは、アジア各地で次世代を担う子どもたち
の教育支援を行っています。
中国では、子どもたちの学ぶ権利を尊重し、就学機会

を提供するための「キヤノン希望小学校」をこれまでに
10校設立し、教育環境の改善に取り組んでいます。
ベトナムでは、子どもたちの学習環境向上のため、校
舎の建設や机や椅子の提供、学用品の寄贈などを行う
「Friendship School Chain Project」を2007年より継
続して行っています。2022年は、ベトナム東北部の山
岳地帯にある貧困地域に50校目となる学校を開校しま
した。
またタイでも、支援が届きにくい辺地や近隣の設備が
整っていない学校を社員が訪問し、施設の修繕や自給
自足のための菜園づくり、備品・学用品などの寄贈をす
るなど、教育支援のボランティア活動を継続的に実施し
ています。
このほかの地域でもマッチングギフト制度を通じた
寄付活動を行っています。キヤノン（株）では、日本全国
のキヤノンの従業員から、不要になった図書やCD、
DVDなどを集めて行う社内バザー「チャリティブック
フェア」を1997年より開催しています。収益金はマッチ
ングギフト制度により会社から同額の寄付金を上乗せ
した上で、タイやラオス、カンボジアなどのアジア地域
の教育・医療を支援する団体に寄付します。

日本の文化を未来に継承する「綴プロジェクト」
キヤノン（株）は、2007年から特定非営利活動法人京
都文化協会とともに文化財未来継承プロジェクト、通称
「綴
つづり

プロジェクト」を実施しています。
日本古来の貴重な文化財には、歴史の中で海外に渡っ
たものや国宝として大切に保管されているものなど、鑑
賞の機会が限られている作品がたくさんあります。綴
プロジェクトでは、キヤノン独自のデジタルイメージン
グ技術と京都伝統工芸の技によって、オリジナルの文化
財に限りなく近い高精細複製品を制作しています。寄贈
先での一般公開や学校教育の現場で活用されるなど、
さまざまな場面での活用を可能にしました。

2022年は米沢市上杉博物館において綴プロジェクト
の技術で制作された高精細複製品24点が一堂に会す
る企画展「日本画をたのしもう～高精細複製が語る名
品の世界～」（主催：米沢市上杉博物館）に特別協力し、
オリジナルの文化財ではかなわない夢の競演を実現し
ました。

米沢市上杉博物館で開催された企画展

「四季をめぐる高精細複製屏風」会場の様子

また、東京国立博物館創立150年記念 特別企画「未
来の博物館」の第2会場となる「四季をめぐる高精細複
製屏風」に協賛。国宝4作品の高精細複製品にプロジェ
クションマッピングを行い、日本の美しい四季を感じな
がら、オリジナルではできない新しい鑑賞体験を提供し
ました。

このほか、国立文化財機構文化財活用センターとの
「高精細複製品を用いた日本の文化財活用のための共
同研究プロジェクト」において、国宝「檜図屏風」（狩野
永徳 筆）、国宝「秋冬山水図」（雪舟 筆）、国宝「楼閣山
水図屏風」（池大雅 筆）など6作品の高精細複製品を制
作。東京国立博物館にある体験展示スペース「日本美術
のとびら」をはじめ、綴プロジェクトの寄贈作品とあわ
せて広く活用されました。

参考：綴プロジェクト
https://global.canon/ja/tsuzuri/
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「キヤノン財団」を通じた人類の持続的発展に貢献する研究助成活動
キヤノン財団は、科学技術の発展への貢献を目的に2008年に設立され、キヤノンの事業活動にとらわれることなく、
幅広い分野で科学技術研究を助成しています。
社会の新しい価値をつくり出すことをめざし、先端の科学技術に挑戦する研究を支援するというコンセプトのもと、「善

き未来をひらく科学技術」「新産業を生む科学技術」という2つの研究助成プログラムを実施しています。
これまで13期14年間で207件、約37億円の研究助成を行ってきました。1件平均は約2,000万円と比較的高額な研
究助成を萌芽期の研究や、まだ実績の多くない若手研究者などに行い、特徴のある研究助成財団として日本全国の大学
や研究機関に認知されています。

参考：キヤノン財団 Webサイト
https://jp.foundation.canon/

人類社会が直面する課題克服への貢献をめざす「キヤノングローバル戦略研究所」
キヤノングローバル戦略研究所（CIGS）は、キヤノン（株）の創立70周年を記念し

て、2008年に一般財団法人として設立された非営利の民間シンクタンクです。
CIGSは、世界において日本がどうあるべきかという視点から現状を分析し、「グ

ローバルエコノミー」「外交・安全保障」「エネルギー・環境」など多岐にわたる分
野において戦略的な提言を発信することを目的に、産学官各界の多様な研究者に
よってグローバルな活動と知識の交流を図っています。コロナ禍においても、オン
ラインを活用したイベントや研究会活動を通じ、積極的な情報発信と政策提言を行っ
ています。

参考：キヤノングローバル戦略研究所 Webサイト
https://cigs.canon/

講演するCIGSの宮家邦彦研究主幹

小学校でのタグラグビー教室

参考：企業スポーツ
https://global.canon/ja/sports/list/index.html#co_sports

ラグビーを通した社会への貢献
キヤノン（株）は、ラグビーというスポーツを通してス
ポーツファンや地域のみなさまに「感動」をつくり出し
共有することをめざし、ジャパンラグビーリーグワンに
所属する横浜キヤノンイーグルスを運営しています。
社会貢献活動として、全国の小中学生および高校生

を対象に、イーグルスの現役選手・スタッフによるキャ
リア教育授業やタグラグビー教室を実施しており、ラグ
ビーを通してチームプレーの大切さや体を動かす楽し
さなどを体験してもらうことで、子どもたちの健やかな
成長に貢献できるよう努めています。

2022年は小学校25校でキャリア教育授業とタグラ
グビー教室を開催し、生徒2,269人が参加したほか、東
北復興支援活動として、宮城県内の中学生を対象とした
ラグビークリニック（講習会・指導）を行いました。
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その他の主な社会文化支援活動

分野 活動名称 概要 備考

トルコの医療支援に活用される
6台の超音波診断装置

国連の支援活動へ
の協力

国連UNHCR協会※1と共催で、「UNHCR難民アスリー
ト写真展」を開催しました。また、同協会が主催し、国
連難民高等弁務官（UNHCR）駐日事務所が協力して開
催した「難民映画祭」に賛同・協力しました。さらに、
国連WFP協会※2の支援活動への協力も行っています。

※1  UNHCRの日本の公式支援窓口
※2  WFP国連世界食糧計画の日本の
公式支援窓口

環境保全活動 環境出前授業

ものの特徴を利用した分別実験を通じて、環境問題に
対する理解を深め、リサイクルの大切さを学ぶプログ
ラム。2022年は、海外でもこのプログラムを展開し、
フランスの小学校で初めて実施しました。

URL：
https://canon.jp/corporate/csr/
environment/eco-kids/delivery-
class

社会福祉活動
American Cancer 
Society

1998年からキヤノンUSAが支援する、 アメリカがん
協会（ACS）への寄付を目的としたプログラム。「ACS
乳がん撲滅チャリティーウォーク」への参加やファン
ドレイジング活動を実施しました。

URL（英文）：
https://www.usa.canon.com/
about-us/community-and-social-
involvement/walk-for-american-
cancer-society

地域社会活動 各種復興支援活動

タイにおいて水害対策活動や浸水被災地への支援を
行いました。またベルギーにおいて洪水で被害を受け
た写真を修復する取り組みなどを行いました。さらに
東日本大震災の被災地を支援する活動も継続的に実
施しています。

教育・学術支援

ジュニアフォト
グラファーズ

自然をテーマとした写真撮影会を通じて、子どもたち
の環境に対する意識を高め、豊かな感性を育むことを
目的としたプロジェクト。2022年は8校で写真教室
を開催し、336人が参加しました。

URL：
https://global.canon/ja/jr-
photographers/

インターンシップ
受け入れ

学生へのキャリア形成支援を目的としたプログラムな
ど、各種インターンシップを各グループ会社で実施。
キヤノン（株）では、2022年は事務系・技術系・高専
で合計約1,700人を受け入れました。

芸術・文化・ 
スポーツ支援

写真新世紀

写真表現の可能性に挑戦する新人写真家の発掘・育
成・支援を目的とした公募プロジェクト。30周年を迎
えた2021年に最後の公募を行いました。2022年に
は30年の軌跡を振り返る記念展を2つの会場で開催
しました。

URL：
https://global.canon/ja/
newcosmos/
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人道・災害支援

寄付

キヤノンは、ウクライナへの人道支援として、国連の難
民支援機関であるUNHCR（国連難民高等弁務官事務
所）や国際的な人道支援などを行う団体へ100万ユー
ロ（約1億3千万円）の寄付を行いました。また、トルコ
南東部で発生した地震による被害への支援のために
日本赤十字社やトルコ赤新月社などの団体へ、10万
ユーロ（約1,400万円）を寄付するとともに、被災され
た方々の医療支援のために、医療機器を無償提供しま
した。
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